
『地域復興支援における
九州本部版ＳＡＰＤ

の運用課題』
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●熊本地震（熊本県益城町など 2016年 平成28年）・・・震度7が2回

●九州北部豪雨災害（福岡県朝倉市など 2017年 平成29年）・・・9時間で774mmの雨量
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※写真は古賀忠直氏撮影

今回のHWL

●令和2年7月豪雨災害（熊本県人吉市 2020年 令和2年）・・・12時間で346mmの雨量

●令和5年7月豪雨災害（福岡県久留⽶市 2023年 令和5年）・・・7時間で419mmの雨量

5



２．九州本部版ＳＡＰＤ

【重要】我々に何ができるのか6



【九州本部版ＳＡＰＤ】
Ⅰ．基本計画編

２．災害時支援活動体制

防災本部（仮称）
を設置する

【大規模災害発生】
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【九州本部版ＳＡＰＤ】
Ⅱ．活動計画編

３．各段階で実施する災害時支援活動の内容
3.3 復旧・復興期における対応(2週間～)
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3.3 復旧・復興期における対応(2週間～)

①被災住民(自治体）相談会への参加

②技術的な支援活動

③現地調査の実施

④二次災害防止の提案

「それぞれに多くの課題ある」
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３．SAPDの運用課題について
①被災住⺠（⾃治体）相談会への参加
※被災住⺠の相談会は、⾃治体や社会福祉協議
会が開催することが多い

・「被災した⾃治体」との連絡方法をどう築くか
・「被災者相談会」へ参加する⺟体をどうするのか

（技術士単独、士業連携、NPOとの連携、他）
・相談会は何度も開催するため、「相談会」に参加す

るメンバーをどのように集めるのか

事前に整理しておくべき事項が多い
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・これまでの相談内容を全国的に集めて、対応できる部門を検討しておく
・災害，地域，時期によって相談内容が異なるため、対応内容を事前に想定

、整理しておく ⇒ 「重要な項目」

福岡
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⻑崎 熊本

⿅児島 宮崎
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●士業連絡会との関係を構築しておくべき
・福岡県のみ構築済み。他県についてどうやって関係を築くか
・各県、士業連絡会と共同して活動できるメンバーがどの程度いるのか把握
・人数の多い県（例えば福岡県）から⽀援を⾏う体制をどう整えるか

福岡

佐賀

⻑崎
熊本

大分

宮崎

⿅児島

※福岡に人口集中

※九州は離島も多い
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●我々技術士は、どのような技術的な⽀援活動
ができるのか

1）技術士会として、どのような⽀援ができるの
か把握できていない ⇒整理しておく
2）災害や地域によって求められる技術的⽀援が
異なる ⇒整理しておく
3）これまでの災害対応(経験)から、可能な技術
的⽀援活動 ⇒整理しておく

②技術的な⽀援活動

※明確になっていない
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●大規模災害を受けた⾃治体からの⽀援要請をいかに
受けるか

「部門別に対応可能な内容」を整理
⇒2020年,2021年と2回九州本部でアンケート調査を実施

自然災害に関する課題 とるべき方策

機械部門

・水門の適正な監視
・バックアップ電源の確保
・施設の現状における適合性
・企業の事前準備
・企業の復旧方針

・遠隔監視操作システムの導入
・環境条件、設計基準の適合性確認
・事前対策、応急対策、恒久対策
・BCP計画立案、耐震金具設置、予備部品の管理
・復旧に関するシナリオ作成（複数）

電気・電子部門
・受変電設備の早期復旧および安全の確保
・メインブレーカーのオフによる二次災害防止
・電源の信頼性向上

・災害時の最低限の電源確保対策
・メインブレーカーオフの理解と再起動時の注意事項周知
・緊急遮断弁による配水池の給水ステーション化
・バイオトイレの整備や避難所における下水管路一時貯留など
・電源確保、避難所での直流配電方式の採用
・大規模電源の分散化、高経年設備の保全

化学部門
・災害がれきの適正処理・リサイクル
・化学物質の取扱い、漏洩等の防止策
・化学物質の漏洩や暴露に対するリスクアセスメント

・災害がれきの分別・適正処理・リサイクル方針
・化学物質、設備への影響と対処方法の体系化

金属部門 ・鉄鋼、金属材料を利用したインフラ設備・施設・機械の減災対策 ・日ごろの点検と点検精度向上
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①への対応
自然災害に関する課題 とるべき方策

建設部門

・地域の災害特性、災害地名等歴史伝承の把握
・事前準備と初動体制の構築
・非常時の連絡体制の訓練や確認
・市町村の技術系職員の不足
・切土法面、盛土法面の崩壊事例の多発
・外力の変化に伴う、港湾構造物の見直し

・災害情報地図の限界と正しい使い方の理解

・防災訓練と定点の経年観測
・災害に関する講習会の実施
・災害査定支援
・応急対策工法の提案
・地区防災計画書の策定
・防災リーダーの育成
・土木構造物の簡易診断
・BCP,訓練に対する支援
・災害事例の収集、啓発誌の作成
・災害メカニズムに関する正しい情報提供
・グリーンインフラ
・避難経路の確認
・法面設計の内容確認（排水対策）
・港湾構造物の基準確認と点検調査

上下水道部門

・浄水場や配水池等のの立地条件に合わせた自然災害対策
・基準以上の大雨の発生による浸水被害の発生
・浄水場、下水処理場の機能回復方法
・設備の耐震性

・取水施設と浄水施設、電源施設の配置確認
・排水ポンプの整備
・災害への事前準備としての資材確保
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①への対応
自然災害に関する課題 とるべき方策

衛生工学部門
・水処理の応急措置
・河川湖沼の水環境への影響
・災害拠点施設の適正な汚水処理設備の未整備

・飲料以外の雑用水用簡易浄水装置による供給
・下水道の簡易排水処理装置、浄化槽の仮設
・避難所等の緊急仮設トイレや緊急浄化槽の設置計画作成

農業部門

・優先されるべき農業水利施設の早期復旧
・自然災害の強い基盤整備、配水機構の強化
・農業水利施設の一時貯留機能確保
・農業用水路による分散排水

・自治体への技術支援
・農業関係施設の災害復旧、復興支援
・事前放流による一時貯留量の確保

森林部門 ・既往施設の老朽化 ・森林を含めた災害可能性調査

水産部門

応用理学部門

・地質リスクの把握
・毒性ガスの発生と対処方法
・自然災害に関する知識不足による被災者の増加
・自然斜面の安定度の評価

・旧地名や碑文等による地域の災害に関する啓もう
・ハザードマップの読み方講習会
・防災に関する情報源の紹介
・毒性ガスの簡易計測
・災害に応じた適切な避難行動に関するワークショップ
・自然斜面の安定度の事前評価方法の作成と実施

環境部門
・有害物質の飛散・流出とモニタリング体制
・避難所の健康的な環境確保

・リスクアセスメントとリスクマネジメントの実施
・有害物質の把握とモニタリング体制の構築
・想定される避難場所の環境改善策の提案

・樹木のH/D比（樹高/胸高直径）での危険度診断を電線、人家での実施
・水害防備林などの地域の災害に関する知恵の理解

16



 平成28年(2016年)熊本地震の際に取り組んだ内容 
【活動1】斜⾯崩壊危険箇所の住⺠へ、今後考えられる危険箇所の特徴を⽰し、

防災・減災に向けた⾃主的な活動を⽀援します。
①危険地域下流住⺠への出前説明会
②住⺠による⾃主防災活動、地域コミュニティによる共助の実施方法⽀援

【活動2】宅地の健全度評価と復旧・復興⽀援を「専門士業ワンパック相談会」
等、他の専門家との共同で実施します。

①宅地の健全度評価
②擁壁等の復旧・復興実施方法

【活動3】地方⾃治体の災害復旧・復興事業、計画策定を⽀援します。
①インフラ・施設復旧整備事業の発注事務の軽減に資する⽀援
②地域の復興計画・復興まちづくり計画の策定委員会への有識者派遣⽀援
③防災計画⾒直し等の策定委員会への有識者派遣⽀援

【活動4】地震に対する科学的な理解と平素から地震に対する防災の必要性を学
習し、地震被災低学年生・学生への⼼のケア活動を⽀援します。

①防災教育テキスト作成提言
②出前学習会の開催提言 17



・被災⾃治体からいかに要請を受けることがで
きるか日頃のつながりが大切

・被災⾃治体や住⺠への適切な⽀援活動を⾏う
ための現状把握

・⽀援する技術士へいかに適切かつ正確に現地
調査の結果を伝えるか

・二次災害の種類を事前に把握しておく
・二次災害を防止するための対策の在り方を把

握しておく
・二次災害防止の提案を⾏う際に必要な技術

士の選定を⾏う必要がある

③現地調査の実施

④二次災害防止の提案
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課題1 被災した⾃治体や社会福祉協議会といか
にして関係を築くことができるか

課題2 士業連絡会との関係をいかに構築するか

課題3 大規模災害を受けた⾃治体からの⽀援
要請をいかに受けるか

課題4 どのような技術的⽀援活動が可能か

課題5 現地調査を実施するために必要な事とは

課題6 二次災害防止の提案を⾏う為には

【課題のおさらい】
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※現段階で、九州本部では
、ＳＡＰＤの運用課題を整
理し、解決するまでに⾄っ
ていない。
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